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第１章 行政経営計画の概要 

 

１ 策定の趣旨 

 

平成 27(2015)年度を初年度とする立川市第４次長期総合計画（以下、長期総合計

画）の「まちづくりの基本理念」では、「不断の行財政改革の推進」を掲げ、市民ニ

ーズや行政需要に的確に対応し、時代の変化を見越した行政経営を行うため、選択

と集中による持続可能な行政サービスの提供や、資産の効率的な活用といった安定

的な財政運営により、不断の行財政改革を進めていくこととしています。 

本計画は、上記の基本理念に掲げる行財政改革を計画的に推進していくために策

定します。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、今後、本市の財政収支に大きな影

響を及ぼすことが考えられるため、毎年度の行政評価の中で、逐次、取組事項の改

善を行うとともに、計画期間の中間年に本計画の見直しを検討します。 

 

２ 行財政改革の方向性 

 

  これまでの行財政改革は、主に行政運営の無駄を省き、効率的な事業への転換を

図る「行政のスリム化」といった視点を中心に取組を進めてきましたが、本視点に

おける行財政改革は、これまでのさまざまな取組を通して、一定程度の成果を達成

してきました。 

  しかしながら、団塊世代が 75歳以上の後期高齢者となり、医療、介護などの社会

保障関係経費が急増する 2025年問題を控え、さらには都市インフラの老朽化対策や

公共施設の再編を具体的に進めていくなど、今後訪れる時代の変革期を見据え、市

はこれまで以上に最適な選択を行い、持続可能な行財政運営が求められます。 

  そのため、今後の行財政改革は、さらなるステージとして「経営資源を最大限に

活用しながら、地域や民間などの多様な主体と連携を強化し、適切なサービス水準

と最適なサービス提供手法を選択していく」という視点を中心に取組を進めていく

こととします。 

 

３ 計画期間 

 

本計画の期間は、令和２(2020)年度から令和６(2024)年度までの５年間とする。 
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４ 計画の位置づけ 

 

長期総合計画後期基本計画（以下、「後期基本計画」)（令和２(2020)～令和６年

(2024)年度）では、今後の市政をめぐる状況を踏まえ、持続可能な行財政運営とし

て「行財政運営の基本方針」を示しています。また、施策としても「計画的な自治

体運営の推進」「公共施設マネジメントの推進」「持続可能な財政運営の推進」を

掲げています。本計画はこれらの基本方針と施策を具体的に進める計画として位置

づけます。 

また、他の個別計画に関連する事項と整合性を図ります。 

 

 

第 4次長期総合計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別計画 

立川市第４次長期総合計画[平成 27(2015)～令和６(2024)年度] 
 

将来像：にぎわいとやすらぎの交流都市 立川 

後期基本計画[令和２(2020)～令和６(2024)年度] 

都市像：分権型社会に対応した持続可能なまち 

施策：公共施設マネジメントの推進 

政策：行政経営・コミュニティ 

施策：計画的な自治体運営の推進 

立川市第２次行政経営計画 
[令和２(2020)～令和６(2024)年度] 

行財政運営の基本方針 

施策：持続可能な財政運営の推進 

立川市第４次職員人材育成実施計画 立川市第３次情報化計画 
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第２章 これまでの取組経過 

 

１ これまでの取組 

 

平成 27(2015)年度から平成 30(2018)年度までの４年間における行政経営計画の

主な取組は次のとおりです。 

なお、行財政改革の取組における財政的効果は、適正な定員管理、事務事業の見

直しや事務の効率化、民間活力の活用による経費節減、歳入の確保などさまざまな

取組により、平成 27(2015)年度からの４年間で約 23 億円の財源を確保し、それら

の財源をもとに市民サービスの維持・向上に努めてきました。 

 

（１）財政運営の安定性・継続性の確保 

. 

  

主要指標の目標値 

 目標 

（平成 31年度決算） 
平成 30年度決算 

経常収支比率 94.6％ 91.1％ 

財政調整基金残高 8,000百万円 10,545百万円 

公共施設整備基金残高 8,000百万円 11,199百万円 

債務残高 51,000百万円 33,537百万円 

実質公債費比率 2.0％ 2.8％ 

将来負担比率 4.4％ △37.6％ 
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（２）行財政改革の取組 

 

              行財政改革の取組の効果額（決算額） （単位：千円） 

 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 合計 

歳出削減への取組 315,868 389,354 201,171 250,094 1,156,487 

 適正な定員管理 - 45,000 36,000 0 81,000 

事務事業の見直し 90,978 22,731 12,675 11,804 138,188 

事務の効率化・事務

処理経費の削減 
78,741 116,506 80,001 91,022 366,270 

民間活力の活用 38,516 105,282 0 103,395 247,193 

補助金・負担金の見

直し 
3,564 17,662 13,231 8,864 43,321 

繰上償還及び借換

えによる利子軽減 
104,069 82,173 59,264 35,009 280,515 

歳入増加への取組 61,538 49,450 52,237 45,563 208,788 

受益者負担の見直し 634,991 4,381 174,269 95,029 908,670 

合  計 1,012,397 443,185 427,677 390,686 2,273,945 

※H28年度より取組項目の区分けを変更 
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（３）適正な定員管理 

 

                       主要指標の目標値   

 目標 

（H31年度決算） 

H 27年度 

決算 

H 28年度 

決算 

H 29年度 

決算 

H 30年度 

決算 

普通会計における

人件費比率 
14％台を維持 14.5％ 13.3％ 13.8％ 13.3％ 

普通会計における

職員給比率 
9.5％以下 8.7％ 8.7％ 8.9％ 8.6％ 

職員定数（翌年度

４月１日現在） 
－ 1,051人 1,047人 1,036人 1,043人 

備考 
平成 28年度の人件費は前年度に比べ退職者数の大幅な減により、10億 4

千万円、9.6％の減 

 

 

行政経営計画期間（平成 27(2015)～平成 30(2018)年度）の定員適正化の取組 
 主な増員要因 主な減員要因 

平成 28年 

４月 1日～ 

・ 東京 2020オリンピック・パラリン

ピック関連事業への対応 

・ 新清掃工場建設準備業務への

対応 

・ 江の島保育園の民営化 

・ 業務の見直し 

平成 29年 

４月１日～ 

・ 地方公会計制度導入への対応 ・ 立川駅北口西地区第一種市街地

再開発事業 

・ 立川駅西側新自由通路整備事業

の工事完了 

・ 業務の見直し 

平成 30年 

４月１日～ 

・ 臨時・非常勤職員に係る制度改

正への対応 

・ 住民情報システムの３市共同利

用（自治体クラウド）への対応 

・ 栄保育園の民営化 

・ 業務の見直し 

平成 31年 

４月１日～ 

・ 公共施設再編など資産活用へ

の対応 

・ 国勢調査への対応 

・ 東京 2020オリンピック・パラリン

ピック関連業務への対応 

・ 新清掃工場建設への対応 

・ 学校給食共同調理場新設整備

への対応 

・ 地方公会計制度事務の安定運用 
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直近、15年間の推移では、「立川市経営改革プラン」（平成 17(2005)～平成 21(2009)

年度）、「立川市経営戦略プラン」(平成 22(2010)～平成 26(2014)年度)、「立川市

行政経営計画（平成 27(2015)～平成 31(2019)年度）で計画的に定員の適正化を進め、

平成 16(2004)年度当初に 1,289人であった定数内職員数 1は、平成 31(2019)年度当

初に 1,043人となり、この間 246人の減員を行ってきました。 

 

 定数内職員数の推移       （各年度４月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1定数内職員数 

一般職の職員で、本市で業務を遂行している職員数のこと。欠員数は除く。 
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 ２ 決算からみた市の財政状況 

平成 15(2003)年度並びに平成 20(2008)年度から平成 30(2018)年度までの決算状

況を以下に示します。 

 

 （１） 決算規模 

普通会計における決算規模については、歳入は平成 24(2012)年度に 700億円を

超え、平成 26(2014)年度からは概ね 780～800億円の決算額で推移しています。 

歳出は平成 25(2013)年度に 700億円を超え、平成 26(2014)年度からは概ね 730

～760億円の決算額で推移しています。 

 

                      普通会計決算規模                     （単位：百万円)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  

9 

性質別歳出決算額と市税収入の推移をみると、市税収入は、平成 21(2009)年度

にリーマンショックの影響等により大幅な減収となったものの、その後は緩やか

に増加しており、平成 30(2018)年度は 403.1億円、平成 20(2008)年度と比べ 22.9

億円の増額となりました。性質別歳出決算額の平成 20(2008)年度から平成

30(2018)年度までをみると、人件費が 31.4億円の減額となっているものの、扶助

費が 99.4 億円の増額となっており、義務的経費全体では、59.8 億円の増額とな

っています。また、その他経費の中では、物件費が 37.6億円、繰出金が 7.5億円

の増額となっています。市税収入の増額があるものの、歳出での社会保障関係経

費の増額があることから、厳しい財政運営を余儀なくされました。 

 

                    性質別歳出決算額と市税収入             （単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

               歳入決算額内訳               （単位：百万円) 
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            歳出(性質別)決算額内訳           （単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別会計への繰出金については、平成 30(2018)年度は 73.1 億円となり、平成

20(2008)年度と比べ 8.6 億円、13.3％の増額となりました。国民健康保険事業へ

の繰出金は、被保険者数の減少等により平成 26(2014)年度以降減少傾向となって

いますが、介護保険事業や後期高齢者医療事業への繰出金は、高齢化の進展等に

よる医療費の増加などにより年々増額となっています。 

 

  

                     繰出金の推移(普通会計)                （単位：百万円) 
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（２） 財政構造の弾力性 

地方債については、「新たな市債の発行は、原則、当該年度に償還する元金償

還額以下とする」との財政規律を定め、取り組んできたことから、地方債残高は

平成 30(2018)年度末には 247.1億円となり、平成 20(2008)年度と比べ 103.9億円

の減額となりました。また、普通会計の地方債発行額とその償還を行った元金の

割合についても計画的に地方債の活用を進めたことから、適正な割合となってい

ます。 

 

                       普通会計地方債残高                   （単位：百万円)  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通会計の基金残高は、平成 30(2018)年度末には 234.8 億円となり、平成

20(2008)年度と比べ 100.7 億円の増額となりました。財政調整基金残高は、平成

30(2018)年度末には 105.5 億円となり、平成 20(2008)年度と比べ 55.7 億円の増

額、公共施設整備基金は、平成 30(2018）年度末には 112.0 億円となり、平成

20(2008)年度と比べ 71.7億円の増額となっています。 

 

                         普通会計基金残高                    （単位：百万円)  
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実質的な将来の財政負担は、地方債の発行ルール化や目標を定めて基金の計画

的積立を行うなど、財政健全化に向けた取組を進めたことにより、平成 20(2008)

年度と比べ 73.4％、277.1億円の減額となりました。 

   

             地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担   （単位：百万円)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

右の目盛りは将来負担額 

 

（３） 普通会計についての財政分析 

健全な財政運営には、収支の均衡の保持はもとより、社会経済状況の変化や多

様化する市民ニーズに対応することのできる弾力性が必要です。 

                                 

経常収支比率は、財政構造の硬直度や弾力性を示す指標で、この比率が高いほ

ど経常余剰財源が少なく財政の硬直化が進んでいると言われています。平成

27(2015)年度、平成 28(2016)年度は 80％台となったものの、その他の年度は 90％

台で推移しており、平成 30(2018)年度は 91.1％となっています。 

 

                      経常収支比率                           （単位：％)  
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経常一般財源比率は、収入の安定性を推計するもので、標準財政規模に対する

経常一般財源収入額の割合を示すものです。100％を超えるほど財源に安定性があ

り、歳入構造に弾力性があることを示しています。平成 20(2008)年度は税連動交

付金が、平成 21(2009)年度は、市税や税連動交付金が減額となったことから、一

時的に 100％を下回ったものの、平成 22(2010)年度以降は 100％を超えています。 

 

                         経常一般財源比率                      （単位：％)  
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実質公債費比率は、一般会計等が負担する借入金の元利償還金等が標準財政規

模に対してどの程度の割合かを示すものです。平成 24(2012)年度以降は２％台で

推移しており、平成 30(2018)年度は 2.8％となっています。 

 

                            実質公債費比率                      （単位：％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公債費負担比率は、財政の弾力性をみるためのもので、公債費充当一般財源が一

般財源総額に対してどの程度の割合かを示す指標です。15％で警戒ライン、20％で

危険ラインとなり、比率の上昇は財政運営の硬直化につながります。これまで基準

以下の割合を維持しており、平成23(2011)年度以降は10％を下回り、平成30(2018)

年度は 7.9％となっています。 

 

                  公債費負担比率                       （単位：％) 
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第３章 市を取り巻く状況について 

１  今後の推移 

 

   令和２(2020)年度から始まる後期基本計画の計画期間中の行財政改革に関する施

策は、近視眼的に捉えるのではなく、今後見込まれる人口減少等の大きな状況変化

を見据えた中で、取組を進める必要があります。 

   そのため、ここでは今後 20年間の人口の推移とともに、すでに老朽化が進んでい

る公共施設の状況及び財政状況の見通しについてみていきます。 

 

（１） 人口の推計 

令和２(2020)年に184,090人であった総人口は、令和７(2025)年の184,839人を

ピークに減少していき、令和22(2040)年には177,646人とピークから7,193人減少

すると見込まれます。 

 

                          総人口の見通し                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年までは各年１月１日現在、住民基本台帳人口 

※2021年以降は、2018 年１月１日現在の住民基本台帳人口を基準人口とし、コーホート要因法により推計 

出典：立川市「第 4次長期総合計画後期基本計画策定のための将来人口推計調査」  

179,090 

182,658

184,090
184,839

177,646
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176,000
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182,000
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（年）

（人） 実績値 推計値

第4次長期総合計画 計画期間
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年齢階層別に見ると、14 歳以下の人口は平成 30(2018)年の 22,479 人をピーク

にほぼ一貫して減少すると見込まれます。15～64 歳の人口は令和２(2020)年の

116,768 人から令和６(2024)年の 116,875 人をピークにその後一貫して減少する

と見込まれます。65 歳以上の人口は一貫して増加し、とりわけ 75 歳以上の人口

が令和 22(2040)年にかけて大きく増加していくと見込まれます。年齢階層別割合

では 14 歳以下と 15～64 歳は一貫して減少し、65 歳以上は一貫して増加します。

令和２(2020)年には 1 人の 65 歳以上の高齢者を 2.6 人の 15～64 歳の現役世代で

支えている状態でしたが、令和 22(2040)年には１人の 65 歳以上の高齢者を 1.8

人の 15～64歳の現役世代で支える状態になると見込まれます。 

 

年齢４区分別人口の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※年齢４区分別人口の推計値は小数点以下を四捨五入しているため、合計と総人口が一致しない場合

がある。 

出典：立川市「第４次長期総合計画後期基本計画策定のための将来人口推計調査」 
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  （２） 公共施設及び都市インフラの推計 

市が平成 28(2016)年度に作成した立川市公共施設等総合管理計画（以下、公共

施設等総合管理計画）は、平成 28(2016)年度から令和 37(2055)年度までの 40年

間における公共建築物、道路、橋りょう、下水道の整備額の見込みを 3,369.7億

円と予測しています。 

 

将来の更新費用の推計（公共施設及び都市インフラ試算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省提供による公共施設更新費用試算ソフトによる試算の前提条件 

試算対象施設 公共建築物（公有財産台帳記載）、道路、橋りょう、下水道 

試算期間 40年（平成 28(2016)年度～令和 37(2055)年度） 

試算方法 試算対象施設の面積及び延長（㎡、m）に対し試算ソフトの標準更新単価を用いて

試算期間にかかる更新費用（新規整備・用地取得は含まない）を推計する。 

※推計値には試算対象施設以外の更新費や、更新以外の修繕にかかる費用等は計上していない。 

※上記試算は、平成 27 年度末現在のデータによる試算結果であり、市の策定している諸計画とは

試算の前提条件（年度・施設等）が異なる。 

≪「立川市公共施設等総合管理計画」より抜粋、ただし、2020年度以降の元号を R(令和)に修正≫ 

 

  

 

 

 

 

 

 

   



 

 

  

18 

市が保有する公共施設は、平成 30(2018)年度に策定した立川市公共施設再編個

別計画（以下、再編個別計画）についての市民説明会資料によると、公共施設の多

くが築 30年以上の施設であり、約 10年～30年後に施設の耐用年数（＝70年）に

達するため、建替えが必要となります。 

 

施設の老朽化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

≪「立川市公共施設再編個別計画」市民説明会資料に基づき作成≫ 
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そのため、今後の老朽化した公共施設の建替え・改修コストの見込みは、平成

31(2019)～令和５(2023)年度平均の約 29.4 億円から令和 16(2034)～令和

35(2053)年度では一斉に施設の更新を迎えることにより平均約51.6億円と約1.75

倍となる予測となり、厳しい財政状況が見込まれます。 

今後の建替え・改修コストの見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪「立川市公共施設再編個別計画」より抜粋、ただし、2020年度以降の元号を令和に修正≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  

20 

 ２ 財政収支の見通し 

 

   これまでの財政状況や今後の社会経済状況を見据え、平成 31(2019)年度当初予算

額及び令和２年度予算編成状況を基にして、歳入については、内閣府による「中長

期の経済財政に関する試算」で示されたベースラインケースを踏まえ、将来人口推

計や税制改正などの要素を加味し試算しました。市税については、各税目の当初予

算額を基準に、経済成長率等の指標や法人市民税交付税原資化の影響等を反映しま

した。譲与税・交付金については、地方消費税の税率引き上げによる地方消費税交

付金の増額、法人市民税法人税割の減収補てんとして創設される法人事業税交付金

の増額を見込みましたが、他の交付金は、平成 31(2019)年度当初予算額と同額とし

ています。地方債については、歳出の投資的事業等に連動して試算しました。 

歳出については、各経費の平均伸び率などを参考に推計しました。人件費は、現

行職員数に新陳代謝分を加味し、定年退職予定者数を見込みました。扶助費は、過

去の平均伸び率などに基づき、今後も増加していくものとして試算しています。投

資的経費は、若葉台小学校や新清掃工場の建設、今後予定している公共施設の長寿

命化対策などを見込みました。その他行政経費である物件費・維持補修費・補助費

等などについては、物価上昇率や平均伸び率などを見込み、試算しています。 

 

 

普通会計財政収支の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   ※令和元年 12月作成 

出典：「地方財政状況調査」等を基に立川市作成 
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この財政収支の見通しでは、令和２(2020)年度以降、６億円を超える財源不足が

生じ、令和６(2024)年度には、約 18億円の財源不足になると予測しています。こ

の財源不足額については、各年度の予算編成過程の中で、歳入の確保や歳出事業の

見直しなど、不断の行財政改革に取り組むとともに、基金等の活用を図ることによ

り、解消を図っていきます。 
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第４章 取組事項 

 

１ 基本的な考え方 

 

第１章「２行財政改革の方向性」で述べたとおり、行政は、今後の人口構造の変

化や歳出増という財政的なリスク要因を抱えながらも、最適な選択を行い、持続可

能な行財政運営が求められています。 

そのため、今後の行財政改革はさらなるステージとして、「経営資源を最大限に

活用しながら、地域や民間などの多様な主体と連携を強化し、適切なサービス水準

と最適なサービス提供手法を選択していく」という視点を中心に取組を進めていき

ます。 

本計画では、上記の基本的な考え方に沿って、後期基本計画の行財政運営の基本

方針で示す、「経営資源（人・モノ・おかね・情報）」を最大限に活用していく取

組、「市民・事業者等との協働・連携」を強化していく取組、さらには、これらの経

営資源等を施策の推進に効率的・効果的に活用する「行政経営のしくみ」を機能さ

せていく取組について、それぞれ施策目標を定め、取組事項を展開していきます。 

   

 

 

             基本的な考え方の関係性イメージ 
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 ２ 施策体系 
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 ３ 取組事項 

（１）経営資源の活用 

      持続可能な施策の展開に「人・モノ・おかね・情報」を最大限に活用していく

取組を進めます。 

   効果的な組織と職場・職員の育成【人】 

組織や人材がより効果を発揮できる取組を進めます。 

①  効果的な組織の編成 

・施策体系や評価体系と人員、予算が連動した組織編成(組織/職の改廃)を柔

軟に行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

②  適正な定員管理 

・効果的な組織とするため、サービス提供手法を検討し、職員の役割の明確

化と担い手の最適化を図ります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・

・

・

・

・

窓口業務のあり方方針に基づき、市民課等の窓口業務に会計年度任用職員の活
用を拡大し、担い手の最適化を進めます。

民営化した保育園を検証し、今後の保育園運営体制を適正化するため、最適な
サービス提供手法へ転換を図ります。

自治体で共通する事務を中心に、事業プロセスや業務の質、コスト等の自治体
間の比較を行い、適切なサービス水準へ業務手順や職員体制を見直します。

児童館及び併設学童保育所への指定管理者制度導入の検証を行い、学童保育所
の運営体制を適正化するため、最適なサービス提供手法へ転換を図ります。

中央図書館の窓口業務等に民間活力を活用し、担い手の適正化を進めます。

成果指標
現況値

（H30年度）
目標値
（R６年度）

最適化した人員数（正規職員から置き換えた人数） ― 40人程度

取組事項
＜事務事業＞

行財政改革の推進 推進部署 総合政策部行政経営課
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③  職場力の強化 

・職員一人ひとりが意欲・能力を最大限に発揮できる職場環境を形成すると

ともに、組織で力を発揮できる組織体制を構築します。 

・時間外勤務の縮減や管理監督者のマネジメントの向上を図り、ワーク・ラ

イフ・バランスを推進します。 
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④  人材の育成  

・常に改革意識を持ち積極的かつ主体的に行動する職員を育成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  優秀な人材の確保 

・他自治体とは異なる本市の特性や職場の魅力を最大限に発信し、優秀な   

人材確保への取組を進めます。 
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    公共施設や都市インフラ等の効果的な保全・更新及び有効活用【モノ】 

公共施設の再編や都市インフラの長寿命化を進め、将来の財政負担を軽減さ

せる取組とともに、公有財産を有効活用する取組を進めます。 

①  持続可能な公共施設等の展開 

・施設管理業務の効率化を図りながら、適切な施設の維持保全に努めます。 

・将来の更新に伴う財政リスクを見据え、財政支出の上限を定め、コスト削

減と機能維持の観点から施設の更新を進めます。 

・道路、橋りょう、下水道などの都市インフラは、中長期的なトータルコス

トの削減や予算の平準化を行いながら、的確に維持管理・更新等を行い、

機能を維持していきます。      

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・

・

・

・

・

・

道路、橋りょう、公園、下水道管路施設などの都市インフラについては、予防
保全型の維持管理を行い、修繕や更新に係る費用の平準化を行います。

公共施設の維持管理業務の効率化のため、包括管理委託など新たな管理手法を
検討します。

都市インフラの長寿命化に関する計画の更新を行います。

公共施設の劣化状況を定期的に更新し、適切な維持保全を行います。

取組事項
＜事務事業＞

持続可能な公共施設の展開 推進部署 総合政策部行政経営課

施設整備計画を策定した圏域から順次、公共施設の再編を実施します。

取組事項
＜事務事業＞

都市インフラの長寿命化 推進部署

まちづくり部道路課
まちづくり部工事課

まちづくり部公園緑地課
環境下水道部下水道工務課

公共施設の機能を将来世代へ引き継ぐ観点から、更新コストを縮減し、公共施
設の再編に取り組みます。（第二中学校圏域、第三中学校圏域、第五中学校圏
域、全市施設の施設整備計画を策定）

成果指標
現況値

（H30年度）
目標値
（R６年度）

公共施設再編個別計画に基づく施設整備計画の策定数 ― ７計画

取組事項
＜事務事業＞

公共施設の適切な維持保全 推進部署
総合政策部行政経営課

行政管理部施設課
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【参考】都市インフラに係る長寿命化計画      

          

         

          

          

     

 

 

 

 

 

 

 

 

② 公有財産の有効活用      

・公共施設再編個別計画に基づく再編に伴い生じる跡地や公有財産等は民間

活力による有効活用を推進し、歳入の増加や維持管理のコスト削減を目指し

ます。 

          

          

          

         

          

         

         

         

          

  



 

 

  

31 

   健全な財政運営【おかね】 

将来の財政リスクに備え、健全な財政運営を維持する取組を進めます。 

①  基金の適正な管理 

・持続可能な財政運営のために財政調整基金は必要な額を確保します。 

・公共施設の再編や都市インフラの老朽化などへ対応するため、投資的事業の

進捗を踏まえ、公共施設整備基金は必要な額を確保していきます。 
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② 市債活用の適正化 

・公共施設の再編や都市インフラの老朽化などへ対応するため、後年度の公債費

の負担を踏まえ、市債の活用を行っていきます。 
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③  自主財源の確保 

・市の収入の根幹である市税等収入については、引き続き収入の確保に努めま

す。  

・官民連携のさらなる推進により新たな自主財源を確保します。 

・競輪事業の安定化と経営基盤の強化を図り、市の財源の確保に取り組みます。 
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④  予算編成・執行管理 

・行政評価と連動した効率的・効果的な予算編成を行います。 

・社会保障関係経費をはじめ、義務的経費の増加により、財政構造が硬直化す

る恐れがあることに留意していきます。 

・公共施設等の老朽化に伴う更新や公共施設の再編の取組に際しては、公共施

設整備基金等の有効活用を検討します。 
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    情報の活用【情報】 

      情報を施策の展開や事務の効率化に活用する取組とともに、官民連携の事業

へ展開できる取組を進めます。 

①  情報の発信  

・情報を真に必要としている市民へ的確に情報が届くしくみを検討し、効果的

な情報発信を行います。 

・市民との対話の場へ積極的に情報を活用していきます。  

 

         

         

         

         

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  

36 

②  情報の分析  

・予算や人員のほか、市が持つさまざまなデータや事業の活動指標などの情報

を分析し、新たな施策や事業の立案へ活用していきます。 

・市が持つさまざまなデータを AI 等により分析し、効果的なサービスの      

提供につなげていきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  

37 

③ 情報の官民連携 

・民間事業者が利活用しやすいオープンデータの提供環境を整え、施策の維

持・向上に対して主体的に取り組める事業提案制度を進めていきます。 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成30年11月～令和元年10月までの月平均

官民連携による課題解決を推進するため、市の課題となっている施策に関する
情報を積極的に提示し、民間提案制度やサウンディング型市場調査を拡充しま
す。

市が保有しているデータを事業者や市民が二次利用可能なオープンデータとし
て段階的に整備し公開していきます。

・

・

取組事項
＜事務事業＞

オープンデータ推進事務 推進部署

総合政策部広報課
総合政策部行政経営課
総合政策部情報推進課

行政管理部総務課

取組事項
＜事務事業＞

官民連携推進事業(再掲) 推進部署 総合政策部行政経営課

成果指標
現況値

（H30年度）
目標値
（R６年度）

オープンデータに係る市のホームページ閲覧件数（月平均）
601件／月

※
900件／月
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（２）市民・事業者等との協働・連携 

   自治会等の地域、民間事業者及び他の自治体等を含めた多様な主体との協働・

連携により、まちづくりや施策が進展する取組を進めます。 

①  地域との協働・連携 

・地域の人材を掘り起こし、地域の活性化を図ります。 

・団体や個人と適切な役割分担の中、地域との協働・連携を進めます。 
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②  最適なサービス提供主体 

・施策の遂行にあたっては、市が行わなければならないのか、また民間事業者

等の活用が期待できるのかを十分に検討し、NPO法人や民間事業者等と協働・

連携を促進していきます。 

 

 

      

 

 

 

 

 

③  官民連携のしくみづくり 

・市と市民・事業者等との協働・連携を行うにあたり、市の関わり方や連携方

法など、効果的な成果が得られるようなしくみを検討します。 
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④  自治体間の連携 

・市民サービスの維持や効率的・効果的に施策を推進するため、自治体間の連

携を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・立川市に隣接する昭島市、小平市、日野市、国分寺市、国立市、福生市、東大
和市、武蔵村山市の９市の市長同士の対話を通じ、各市の行政課題を共有化
し、自治体間連携を進め、課題の解決に取り組みます。

立川市、三鷹市、日野市の３市で住民情報系システムの共同利用（自治体クラ
ウド）を令和４年度から開始し、システムの共同アウトソーシングによる安定
稼働とシステム運用等に係る経費を縮減します。

住民情報システム三市共同
利用

推進部署 総合政策部情報推進課

取組事項
＜事務事業＞

広域連携サミットの開催 推進部署 総合政策部企画政策課

・

取組事項
＜事務事業＞

成果指標
現況値

（H30年度）
目標値
（R６年度）

他自治体との新たな連携数 ― ２件
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（３）行政経営のしくみ 

 限られた経営資源を適正かつ効率的・効果的に配分し、生産性の高い施策を進め

るしくみとして、行政評価を有効に活用する取組を進めます。 

① 行政評価の有効活用 

  ・第４次長期総合計画後期基本計画の進捗管理を行うとともに、費用対効果の視

点から、情報の分析を詳細に行い、戦略的に事業を再構築します。 

  ・行政評価を決算の「主要施策の成果」として活用します。 

  ・施策、事務事業の評価を基に次年度の政策・施策の方向性を定め、予算・組織・

定員に反映させていきます。 

 

 

 

 

 

 

施策・事務
事業評価

（情報）

方針

編制

（予算・組
織・定員）

事業執行

行政評価を活用した年度サイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算（主要施策の成果） 

進捗管理 

第４次長期総合計画 

行政評価 

経営方針 

＜予算/組織/定員＞ 

部の運営方針 

＜施策/事業＞ 

次年度の政策・施策の方向性 

事業改善 

Plan 

Do 

Check 

Action 
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